
事業イメージ

 AI、IoTや⾃動運転、ドローン等の未来技術を活⽤した新しい地⽅創⽣を⽬指し、地⽅創⽣の観点から、⾰新的で先導性と横展開可能性等に優れた提
案について、社会実装に向けた関連事業の現地⽀援体制（地域実装協議会）を構築し、関係府省庁による総合的な⽀援を⾏う。

 未来技術を活⽤した地⽅創⽣に関する提案を地⽅公共団体から募集し、H30年度からR3年度までに合計43事業を選定。選定から３年以上の複数年
⽀援を⾏っており、現在35事業に対して⽀援を実施中（8事業はR3年度末までに⽀援を終了）。

概 要

少⼦⾼齢化、⽣産年齢
⼈⼝の減少の結果、

・安全安⼼な地域づくりの
必要性の⾼まり
・産業、⽣活サービスの
衰退、担い⼿不⾜
・交通弱者の増加

など
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未来技術を活⽤して地域課題の解決を⽬指す取組を⽀援
関連する事業を⼀つにパッケージ化し、複数の関係省庁を交えた地域実装協議会にて総合的⽀援。
今後3年間で⼀部実装、5年間で本格実装（事業化され⾃⾛すること）を⾒込む事業を対象
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未来技術社会実装事業 概要

A市事業 関係省庁連絡会議

関係省庁
（うち1名は現地
⽀援責任者）

【議⻑】
内閣府地⽅創⽣推進
事務局⻑
【構成員】
各省庁地⽅創⽣関連
部局⻑

幹事会（課⻑級）

現地実施体制 国の⽀援体制
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